
   国立大学法人大分大学契約事務取扱細則 

平成１６年４月１日制定 

 

（趣旨） 

第１条 国立大学法人大分大学（以下「法人」という。）における売買，賃貸及び請負その他の契

約に関する事務の取扱いについては，国立大学法人大分大学契約事務取扱規程（平成１６年規

程第５４号。以下「規程」という。）その他関係法令等に定めるところによるほか，この細則の

定めるところによる。 

 

 （定義） 

第２条 この細則において「契約事務」とは，契約担当役及び分任契約担当役（以下「契約担当

役等」という。）の所掌する事務をいう。 

２ 契約担当役等は，収入の原因となる契約及び支出の原因となる契約を行う。 

 

 （契約事務） 

第３条 契約担当役等の所掌に係る事務は，次の各号に掲げるものとする。 

 （１） 物品の調達及び役務に関する契約事務 

 （２） 物品の貸付けに関する契約事務 

 （３） 受託研究及び共同研究における外部資金に係る契約事務 

 （４） 財産の売払い及び貸付け並びに特許権等の使用並びに財産の贈与契約事務 

 （５） 財産の無償借り上げ契約事務 

 （６） 不動産の購入及び借入れ契約事務 

 （７） 図書の購入等に係る契約事務 

 （８） 各種工事及び施設・設備に係る保守契約等事務 

 （９） その他契約担当役等が必要と認める契約事務 

２ 国立大学法人大分大学会計事務取扱規程（平成１６年規程第５０号。以下「会計事務取扱規

程」という。）第２条別表第２に規定する入札執行に関する事務を命じられた者は，競争入札を

実施したときは，当該入札の結果を契約担当役等に報告するものとする。 

３ 一般競争又は指名競争に付そうとするときは，所定の入札執行伺を作成するものとする。 

４ 随意契約によろうとするときにおいて，次の各号に該当する場合には，所定の契約伺を作成

するものとする。 

 （１） 契約書を作成する契約 

 （２） 単価契約及び後納契約 

 （３） 工事の設計外注に係わるもの 

 （４） 交換契約 

 （５） 売払契約，貸付契約及び無償契約 

 （６） その他契約担当役等が必要と認める契約 

５  契約の相手方及び条件等が決定したときは，所定の契約決議書を作成し，会計事務取扱規程

第８条に規定する伝票及び証憑を添付の上，決裁を受けるものとする。この場合において，当

該決議書に振替伝票と同一の内容が含まれるときは，伝票の添付を省略することができるもの

とする。 

６ 前項の契約決議書のうち，支出契約に関する決議書は，次の各号に掲げるとおりとする。 

（１）  支出契約決議書 

（２）  支出決議書 

（３）  即支出決議書 

（４） 支出契約兼支出決議書 

７  支出契約を締結するときは，支出契約決議書を作成の上，契約担当役の承認を得るものとす

る。 

 

 

 



 

８ 受入の場合は，支出決議書を作成の上，契約担当役の検査を受けることとし，及びその支出

に当たり，出納命令役の承認を得るものとする。この場合において，支出の形態が前払金及び

仮払金のときは，支出契約兼支出決議書を作成し，契約担当役による契約の承認及び出納命令

役による支出の承認を得るものとする。 

９ 次の各号に該当する場合は，受入後に即支出決議書を作成し，契約担当役による契約の承認

及び検査並びに出納命令役による支出の承認を同時に得ることができるものとする。 

（１）１件当たり１００万円未満の契約 

（２）単価契約 

（３）後納契約 

（４）長期継続契約 

１０  第４項に規定する契約伺及び第１６条に規定する入札結果一覧表により決裁を受けた場合

は，第６項第１号に規定する支出契約決議書の決裁を省略することができるものとする。 

 

 （一般競争入札の再度公告） 

第４条 契約担当役等は，入札者若しくは落札者がない場合又は落札者が契約を結ばない場合に

おいて，更に入札に付そうとするときは，規程第９条の公告の期間を５日まで短縮することが

できる。 

 

 （指名競争に関する規定の準用） 

第５条 規程第６条から第８条，第１２条から第２５条まで及び第２７条から第３０条までの規

定は，指名競争に準用する。 

 

 （指名競争における指名替） 

第６条 契約担当役等は，入札者若しくは落札者がない場合又は落札者が契約を結ばない場合に

おいて，更に入札に付そうとするときは，規程第６条の資格を有する者のうちから新たに競争

に参加する者を指名することができる。 

 

 （予定価格調書等の作成） 

第７条 契約担当役等は，次の各号に規定する契約をするときは，所定の予定価格調書及びその

算出を明らかにした書類を作成するものとする。ただし，法令に基づいて取引価額（料金）が

定められているもの，特別な事由により特定の取引価額（料金）によらなければ契約をするこ

とが不可能又は著しく困難であると認められる随意契約によるものは，省略することができる。 

 （１） 工事及び工事の設計外注並びに物品の製造，修理で予定価格が５００万円以上のもの 

 （２） 物品の購入で予定価格が５００万円以上のもの 

 （３） 物品の売払いで予定価格１００万円以上のもの 

 （４） 物品の借入れで年額又は総額の予定価格が５００万円以上のもの 

 （５） 物品の貸付けで年額又は総額の予定価格が１００万円以上のもの 

 （６） 前各号以外の契約で予定価格が５００万円以上のもの 

２ 契約担当役等は，前項において予定価格調書その他書面による予定価格の積算を省略するこ

ととした場合においても，必要に応じ，その算出基礎を明らかにした書類を作成するものとす

る。 

 

 （見積書等の取扱い） 

第８条 契約担当役等は，次の各号の一に該当する場合は，見積書の徴取を省略することができ

る。ただし，契約担当役等が必要と認める場合は，口頭照会による見積合せ又は市場価格調査

等の結果を記録し，契約の相手方となる者からは見積書を徴取するものとする。 

（１）  第７条第１項ただし書に規定するもの 

（２）  ３０万円未満の軽微な修繕又は通信運搬費 

（３）  その他，商取引上慣例的に見積書が発行されない取引 

２ 契約担当役等は，契約の性質又は目的が競争を許さない場合，その他の理由により見積合せ



によることなく契約の相手方を決定しようとするときはその理由書又は関係書類を徴取するも

のとする。ただし，予定価格が１００万円を超えないものについてはこの限りでない。 

 

 （請書の徴取） 

第９条 契約担当役等は，契約書の作成を省略した場合においても，特に軽微な契約を除き，契

約の適正な履行を確保するため必要と認めるときは，請書を徴取するものとする。 

 

 （設計図書又は仕様書の作成） 

第１０条 工事並びに物品の製造及び修理等で，予定価格が３００万円以上の契約については，

あらかじめ設計図書又は仕様書を作成しなければならない。ただし，予定価格が３００万円未

満のものについても，必要に応じ図面又は仕様書を作成するものとする。 

 

 （工事費内訳明細書及び工程表） 

第１１条 文部科学省発注工事請負等契約規則（平成１３年文部科学省訓令第２２号。以下「訓

令」という。）第２１条に規定する工事費内訳明細書及び工程表は，次の各号に掲げる場合は省

略することができる。 

 （１） 工事費内訳明細書は，工事期間が１２月を超えないもの 

 （２） 工程表は，工事期間が３月を超えないもの 

 

 （製造費内訳書） 

第１２条 訓令第２７条に規定する製造費内訳書は，次の各号に掲げる場合は省略することがで

きる。 

 （１） 随意契約によった場合で，請負者から提出された見積書に製造に要する経費の内訳が

詳細に記入されているもの 

 （２） 製造完成期間が３月を超えないもの 

 

 （指示連絡書の記録） 

第１３条 監督職員は，工事又は製造等について，請負契約の適正な履行を確保するため請負者

に対し指示（工事）連絡を行う場合は，所定の指示連絡書を備え記録しなければならない。 

 

 （仕様策定，機種選定及び技術審査について） 

第１４条 大型設備（「政府調達に関する協定（平成７年条約第２３号）が適用される設備の調達」

をいう。）の調達に係る仕様策定等は別に定める。 

 

 （寄附申込書の徴取） 

第１５条 贈与契約を締結しようとするときは，あらかじめ寄附申込書を徴するものとする。 

 

 （入札結果一覧表の作成） 

第１６条 一般競争契約及び指名競争契約については，入札結果一覧表を作成しなければならな

い。 

 

 （関税免税物品購入資格証明伺書の作成） 

第１７条 学術研究用及び教育用に使用する物品で外国から購入する場合は，物品の関税免税物

品購入資格証明等の伺書を作成し，学長の決裁を受けなければならない。 

 

 （現物支給調書の作成） 

第１８条 工事及び製造等の契約で現物を支給するときは，現物支給調書を作成しなければなら

ない。 

 

 （検査調書の作成） 

第１９条 会計事務取扱規程第２条別表第２に規定する検査調書の作成に関する事務を命じられ



た者は，検査を完了した場合は所定の検査調書を作成するものとする。 

 

 （競争参加者の資格認定） 

第２０条 規程第６条の資格を有するもの以外の者で，競争に加わろうとする者から競争参加の

資格審査について申請を受けたときは，統一資格及び文部科学省の定める審査に関する取扱い

に準じて審査し，資格を与えるものとする。 

 

 （指名審査員及び競争参加資格等審査委員会） 

第２１条 指名競争参加者の資格を審査する場合及び指名競争に参加する者を指名しようとする

場合において意見を述べる職員は，別に定める。 

 

（雑則） 

第２２条  この細則に定めるもののほか，契約事務の取扱いに関して必要な事項は別に定める。 

 

   附 則（平成１６年細則第２４号） 

 この細則は，平成１６年４月１日から施行する。 

 

   附 則（平成１６年細則第４０号） 

 この細則は，平成１６年１１月８日から施行する。 

 

附 則（平成１８年細則第２２号） 

 この細則は，平成１８年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成２１年細則第８号） 

 この細則は，平成２１年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成３０年細則第２４号） 

この細則は，平成３０年４月１日から施行する。 

 

 


